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植木枝盛の憲法構想――「東洋大日本国国憲案」考――
小畑　隆資＊
はじめに
植木枝盛（1857－1892）の「東洋大日本国国憲案」1（明治14年8月起草、以下「国憲案」）が
当時起草された他の私擬憲法草案と比して大きく異なる特徴は、次の三点にある。第一は、30数
か条にもおよぶ「日本国民及日本人民ノ自由権利」の規定であり、そこにおける「抵抗権」（「政
府威力ヲ以テ擅恣暴虐ヲ逞フスルトキハ日本人民ハ兵器ヲ以テ之ニ抗スルコトヲ得」）と「革命
権」（「政府恣ニ国憲ニ背キ擅ニ人民ノ自由権利ヲ残害シ建国ノ旨趣ヲ妨グルトキハ日本国民ハ之
ヲ覆滅シテ新政府ヲ建設スルコトヲ得」）の規定である。第二は、「皇帝」の強大な「兵馬ノ大権」
（「皇帝ハ兵馬ノ大権ヲ握ル」「国軍ノ大元帥ハ皇帝ト定ム」「国軍ノ将校ハ皇帝之ヲ選任ス」）と
「行政権」（「日本聯邦ノ行政権ハ日本皇帝ニ属ス」「皇帝ハ聯邦行政府ニ出頭シテ政ヲ秉ル」）に
ついての規定である。そして、第三が、「州」を単位とする日本「聯邦」構想の規定であり（「州
ヲ聯合シテ日本聯邦トナス」）、しかも、「常備兵」と「護郷兵」を擁し独立性の強い「州」につ
いての規定である（「日本各州ハ日本聯邦ノ大ニ抵触スルモノヲ除クノ外皆独立シテ自由ナルモ
ノトス　何等ノ政体政治ヲ行フトモ聯邦之ニ干渉スルコトナシ」）。
ところで、枝盛の「国憲案」については、家永三郎氏の理解が今なお主流的見解であると言っ
てよい。そこでまず家永氏の「国憲案」理解を見ておくことは、枝盛の「国憲案」の検討に際し
て不可欠の作業である。家永氏の見解は次のとおりである2。氏は、枝盛の「国憲案」を「現存
するすべての憲法構想の内最も民主主義的な内容のもの」とされ、「この憲法の第一義的要素」
として、先に第一の特徴として挙げた「自由権利」規定に着目して、そこに「無制約的」な「人
権の保障」とその「担保」としての「人民の抵抗権と革命権」を看て取られている。しかしなが
ら、先に第二の特徴として挙げた「皇帝」の巨大な「兵馬ノ大権」と「行政権」については、枝
盛の主張ではなく「立法技術のまずさ」からもたらされた「混乱」として処理されている3。す
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１　以下、「東洋大日本国国憲案」からの引用は、すべて、家永三郎・外崎光広・松永昌三・川崎勝編『植木枝盛集（第
６巻）』（岩波書店、1991年）に拠る。なお、枝盛の「国憲案」は、1880（明治13）年５月に片岡・河野を代表とする
「上願書」が政府によって拒否された後、11月の国会期成同盟第２回大会の、翌1881（明治14）年10月に開催する第
３回大会にそれぞれの地方から「憲法見込案」を持ち寄るとの決定にもとづき、立志社の憲法起草委員として起草し
たものである。
２　以下、家永氏の「国憲案」理解は、とくに註記しないかぎり、「植木枝盛の日本国国憲案」（家永三郎・松永昌三・江
村栄一編『新編　明治前期の憲法構想』、福村出版、2005年、初版1967年）に拠る。
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なわち、家永氏は、「国憲案」の第二の特徴として「人民主権説に立脚」した「国会中心の民主
主義的統治組織」を指摘されて、それと「皇帝」の巨大な「兵権」「行政権」とは矛盾するとし
て、こうした「皇帝」権の規定は「国会の権限の絶大な点から考えると行政府の専断を許す趣旨
とは解せられず、立法技術がまずかったために左様な結果を生じたところもあるというにすぎな
いのではなかろうか」と処理されているのである。さらに、先の第三の特徴の「州」を単位とす
る「聯邦」構想については、家永氏は、そこに「民主主義の基礎を強化」するための「地方自治」
構想を看て取られ、「各州が州兵を有する権をふくむにいたるほど、他に全く例のない強大なも
のとなっている」と「州兵」にも着目されている。以上のように、家永氏は、枝盛の「国憲案」
の三大特徴を、「人権」「人民主権」「地方自治」に認め、戦後の日本国憲法の先駆として評価さ
れているのである4。
以上の家永氏の枝盛の「国憲案」理解において、まず、第一に疑問視されるのは、「皇帝」、す
なわち、「天皇」（「日本国皇帝ノ位ハ今上天皇睦仁陛下ニ属ス」）の強大な「大権」について「立
法技術のまずさ」あるいは「混乱」と処理された点である。なぜなら、「国会の権限の絶大」が
枝盛の本意でなければならないので強大な皇帝大権は枝盛の意図を正確に表現してはいないとい
うのが家永氏の理解であるが、「国憲案」の「皇帝」の「大権」についての規定をよく読むとき、
いまだ概念が未成熟ではあるが、「立法技術上のまずさ」や「混乱」というものではなく、それ
なりに理解可能な像を提示しているといってよい。
「皇帝」の「行政府」を構成する「聯邦執政」、すなわち、「主相」と「執政」（＝「諸省ノ長
官」）の選出は、「皇帝」と「主相」の専権事項であり、国会、すなわち、一院制の「聯邦立法院」
は一切関与できない（「皇帝ハ聯邦行政府ノ長タリ常ニ聯邦行政ノ権ヲ統ブ　特別ニ定ムル者ノ
外聯邦行政官吏ヲ命ズルコトヲ得」「皇帝ノ行政権ヲ行フニ就テハ国家ニ一ノ主相ヲ置キ又諸政
ノ類ヲ分テ其各省ヲ設ケ其各主務官ヲ命ス」「主相ハ皇帝ニ奏シテ諸省ノ長官ヲ任命スルヲ得」）。
また、「聯邦立法院」議員は「聯邦執政」＝「聯邦行政官」を兼ねることはできない（「聯邦ノ立
法議員ハ聯邦行政官ヲ兼ヌルヲ得ズ」）。しかも、「聯邦行政官」は「皇帝並ニ国民ニ対シテ責ニ
任ズ」とあるように、直接「聯邦立法院」に責任を負っている訳ではない。議院内閣制ではなく、
「皇帝」に直属する「聯邦行政府」は、「聯邦立法院」とは独立した機関として強大な「大権」を
行使することが認められており、「皇帝」の「大権」に対して「国会の権限」は「絶大」である
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３ 「立法技術の不備から来た混乱」（家永三郎著『植木枝盛研究』、岩波書店、1960年、372頁）。『植木枝盛研究』におい
て家永氏は次のようにも言われている。「〔皇帝の〕行政権もやはり国会の監視を免れないことになっているのであり、
もし行政権の独立があまりに強過ぎる面があるとすれば、それは単に立法技術のまずさに由るもので、特殊な意図に
よるものではあるまい。例えば、国軍の統帥権を皇帝に専属せしめているごとき、前述のように、建軍の本旨が国憲
擁護にあることを考えるとき、はなはだ不適切というほかないが、これなど立法技術上の配慮の不足以上のものでは
ないようである」（312頁）。
４ 「日本国憲法は、植木枝盛草案ときわめてよく似ている。主権在民、基本的人権の保障、地方自治の確立、みなしか
り」（家永三郎編『植木枝盛集』・「解説」、岩波文庫、1974年、321頁）。
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とは言えないことは明らかである。「聯邦立法院」は「皇帝」の行政・軍事の「大権」に対する
権利としては、わずかに「聯邦ノ官吏ヲ議場ニ提喚スルノ権」「推問ノ権」が認められているだ
けである。
他方、「人民」の「自由権利」規定が詳細で「兵器」をもっての「抵抗権」「革命権」を認めて
いることも明らかで、「立法権」についても一院の「聯邦立法院」に大きな権限が与えられてい
ることも確かである。「皇帝」にも「立法権」への関与は認められている（「日本皇帝ハ日本聯邦
立法権ニ与ルコトヲ得」「聯邦会議ノ開閉ハ皇帝之ヲ司ル」「聯邦立法議案ハ立法院国王倶ニ之ヲ
出スコトヲ得」「連邦立法院ニテ決定シタル成説ハ皇帝ニ呈シテ承認ヲ得ルヲ必トス」「立法院ノ
議決シタルコトニシテ皇帝之ヲ実施シ難シト為ストキハ議会ヲシテ之ヲ再議セシムルヲ得　此ノ
如キトキハ皇帝ハ其由ヲ詳説陳弁セザルベカラズ」）。しかし、立法権については、基本的に「聯
邦立法院」が「皇帝」＝「行政府」に優位していることも明らかである（「毎年ノ常会ハ皇帝ノ
命ナシト雖モ聯邦議員ハ自ラ会シテ議事ヲ為スコトヲ得」「皇帝立法院ノ成議ヲ受取ラバ三日以
内ニ必ズ其答ヲ為サヾル可ラズ　若シ其熟考セント要スルコトアラバ其趣ヲ申通シテ二十日以内
ニ可否ヲ示ス」「聯邦立法院ノ決定スル所ニシテ皇帝準許セザルコトアルトキハ立法院ヲシテ之
ヲ再議セシム　立法院之ヲ再議シタルトキハ議員総数過半以上ノ同意アルヲ見レバ更ニ奏シテ之
ヲ行フニ定ム」「皇帝ハ立法議会ト意見ヲ異ニシテ和セザルニ当リ一タビ其議会ヲ解散スルコト
ヲ得　之ヲ解散シタルトキハ必ズ三日以内ヲ以テ其旨ヲ各選挙区ニ達且人民ヲシテ更ラニ議員ヲ
選バシメ必ズ六十日以内ヲ以テ議会ヲ復開セザル可ラズ　一タビ解散シタル上ニテ復開シタル議
会ハ同事件ニ就テ再ビ解散スルコトヲ得ズ」）。
以上から明らかなことは、枝盛の「国憲案」においては、一方における、「人民」の詳細な
「自由権利」、「兵器」をもっての「抵抗権」・「革命権」、そして、「日本聯邦人民全体ニ属ス」
とされる「立法聯邦院」の「立法権」における「皇帝」に対する優先権と、他方における、「皇
帝」の強大な行政・軍事の「大権」が、両者ともに明確に規定されていることである。すなわち、
「人民」の徹底した「自由権利」規定と「立法権」の優先権、そして、「皇帝」の強大な「兵権」
と「行政権」の規定が、枝盛の「国憲案」を構成する二大双柱であることは明らかである。
次に、家永氏における「国憲案」理解について疑問視される第二は、第一の疑問点とも深く関
連してはいるが、その「軍事」および「州」を単位とする「聯邦」制についての見解である。
「国憲案」には、「日本各州ハ日本聯邦ノ大ニ抵触スルモノヲ除クノ外皆独立シテ自由ナルモノト
ス　何等ノ政体政治ヲ行フトモ聯邦之ニ干渉スルコトナシ」とあり、しかも、各「州」には「常
備兵」および「護郷兵」の設置が認められている（「日本各州ハ常備兵ヲ設置スルヲ得」「日本各
州ハ護郷兵ヲ設置スルヲ得」）。問題は、「日本聯邦」と「州」の関係を枝盛はどう構想していた
のか、そこでの各州の「政体政治」の「独立」「自由」ということで何を意味しようとしていた
のか、なぜ、「州」の「常備兵」や「護郷兵」なのか等々について、家永氏においてはほとんど
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検討されていない点である。「民主主義」強化のための「地方自治」ということが一般的に指摘
されているだけで、枝盛の議論に即してのそれ以上の解明はなされてはいない。それゆえ、「国
憲案」の「特法」の規定についても、先の「立法技術上のまずさ」や「混乱」で処理されてしま
い未検討のままである。「特法」すなわち非常事態法としての、「内外戦乱アル時ニ限リ其地ニ於
テハ一時人身自由住居自由言論出板自由集会結社自由等ノ権利ヲ行フ力ヲ制シ取締ノ規則ヲ立ツ
ルコトアルベシ　其ノ時期ヲ終ヘバ必ズ直ニ之ヲ廃セザルヲ得ス」との規定は、枝盛の「国憲案」
を検討する上できわめて重要な規定であるはずである。何故なら、「内外戦乱」というとき、こ
こで想定されているのは、対外的な戦争であると同時に、明らかに「内乱」をも想定しているこ
とは間違いない。しかしながら、そこでは「内乱」を判断する主体は明示されてはいない。その
時、「国軍」と「州」の「護郷兵」「常備兵」との関係はどうなるのか。すなわち、枝盛において、
軍事体制と国＝中央と州＝地方との関係はどうなっているのか、等の検討は、家永氏においては
一切なされていないのである。そこには、単純に「地方自治」に一般化できない日本の当時の現
状についての枝盛の認識が、投影されているように思われてならない。
以上、家永氏の「国憲案」理解について主として二つの疑問点を検討することによって、以下
の点が枝盛「国憲案」理解において重要であることが明らかとなったものと思われる。第一に、
「人民」の徹底した「自由権利」規定と「立法権」の優先権、そして、「皇帝」の強大な「兵権」
と「行政権」優位の規定が、枝盛の「国憲案」を構成する二大双柱であること。第二に、日本
「人民」は、「常備兵」「護郷兵」を擁した「聯邦政府」からは「独立」「自由」な「政体政治」の
「州」に依拠して、「皇帝」＝「日本聯邦」の「行政府」に対峙しており、ここでも、強大な「常
備軍」を擁した「皇帝」の「行政府」と、「常備兵」「護郷兵」を擁した「州」に依拠した「人民」
の「政体政治」が、二つの柱としていわば二元的に構想されていること。以上の二点である。す
なわち、枝盛の「国憲案」は、「人民」と「皇帝」＝「天皇」を二大双柱として二元的に構想さ
れているものであることは間違いないものと思われる。
本稿は、「国憲案」について、冒頭で確認した三つの大きな特徴、および、二点につき確認し
た二元的構成に着目して、枝盛に即してのその意味と連関を解明することを課題とするものであ
る。そのために、本稿は次の順序で検討をすすめていく。まず、枝盛の「天賦自由」論、「民権
自由」論、「憲法」論等の骨格が明らかにされた枝盛の主著『民権自由論』（1879〈明治12〉年４
月）5の議論を検討する。次いで、枝盛が中心となって編集・執筆に携わった『愛国志林』『愛国
新誌』（明治13年３月―明治14年６月）において、それらの議論がどのように展開していったの
かをフォローする。そして、『民権自由論』および『愛国志林』『愛国新誌』で展開された議論の
一つの総括として、1881（明治14）年８月の枝盛起草の「東洋大日本国国憲案」があることを明
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５　本稿における『民権自由論』理解は、拙稿「植木枝盛著『民権自由論』（明治12年）考――「天賦自由」と「民権自
由」――」（『岡山大学法学会雑誌』第56巻第３・４号、2007年3月）、参照。
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らかにする。
以上の検討は、同時に、枝盛の「国憲案」の構想が、西南戦争後の、板垣退助＝立志社を中心
とする、愛国社、国会期成同盟の国会開設運動と密接不可分の関係において形成されてきたもの
であり、枝盛が関係した政治運動そのもののなかに位置づけられるものであることを明らかにす
るはずである6。
一　『民権自由論』（明治12年４月）の「立憲政体」論
枝盛によれば、『民権自由論』は、「民権を張り自由を伸ぶべしといふの一条小子一心を込めて
書き述べた」とその「はしがき」に記しているように7、「民権を張り自由を伸べる」とはどうい
うことかを解説したものである。枝盛のその原イメージは、イギリスのマグナカルタである。そ
こでは、「貴族僧侶等が彼の『ジョン』王と『リユンニメード』の野に会して『マグナカルタ』の
大典を立て」たことが、「民の権利を得て自主自由を保ち居たる」状態を生み出したのだとされ、
「国は憲法を立てざるべからざるなり、民権を張らざるべからざるなり」と主張されている（植
木①24）。すなわち、「君主」と「人民」（ここでは貴族僧侶等）が「会して」、「憲法」（ここでは
マグナカルタの大典）を立てたことで、人民は「権利を得」たのだ、「憲法」によって「民権を
張る」ことができたのだとされている。「国の本たる人民の自主自由と、かの国の大綱となる憲
法との二つ」（①21～22）が議論の中心であり、「民権を張り自由を伸ぶる」とは、「憲法」によ
る「天賦自由」の確保と拡充を意味していることは明らかである。「民権自由」とは、「憲法」＝
実定法によって「民権」として保障される「天賦自由」なのである。こうして、「天の賜たる自
由」、すなわち、「天賦自由」が、「憲法」によって「之を全ふし得る」よう保障されることにな
り、「民権自由」として確立することになるというわけである（植木①11）。
では、枝盛において「憲法」とは何なのか。枝盛によれば、「憲法」とは、第一に、「民と君と
相談共議して定めたもの」であり、第二に、「君はどれ丈けの権利義務を持つもの、民はどれだ
87
岡山大学大学院社会文化科学研究科　『文化共生学研究』第６号（２００８.３）
６　本稿は、家永氏が枝盛研究でとられた次の二つの方法とは対照的に異なるアプローチを取っている。家永氏における
二つの方法とは、相互に連関する、次のような方法である。第一は、枝盛の思想を「彼の思想を、厳密にその時間的
推移の順序を追って説明することは、困難であるばかりでなく、有益でもない」ので、「長い期間にわたって連続的ま
たは断続的に発表された多くの文章のなかから、彼の論理をさぐり出し、その体系を再構成」するという方法である
（家永三郎著『革命思想の先駆者――植木枝盛の人と思想――』（岩波新書、1955年、82頁）。第二は、枝盛は、「自由
党首板垣退助のブレインであった」が、「政治家」としては「かならずしも質の高いといえない政治家」であったと評
価され、その面とは切り離して「客体形象化された著作の価値」を検証するという方法である（家永・前掲『植木枝盛
集』・「解説」、307頁）。家永氏は、「枝盛の行動とその思想内容とを不可分の動的関係において把握することは不可能
である」（家永・前掲『植木枝盛研究』、41頁）とさえ言われている。筆者は、これまで、枝盛の思想形成過程を「時間
的順序」を追って、しかも、板垣ら立志社、愛国社の運動との関連において追究してきている。拙稿「自由民権運動
家・植木枝盛の誕生――「自由ハ土佐ノ山間ヨリ」――」（『岡山大学法学会雑誌』第50巻第３・４号、2001年３月）、
および、拙稿「植木枝盛とキリスト教――枝盛における「天賦自由」論の成立――」（岡山大学大学院文化科学研究
科『文化共生学研究』第２号、2004年2月）、参照。
７ 『植木枝盛集（第１巻）』（岩波書店、1990年）、５頁。なお、『植木枝盛集』全10巻からの引用は、今後、たとえば、第
１巻、５頁からの引用は、引用文末尾に、（植木①５）と表記する。
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けの権利義務を有つものとの大眼目を記したもの」であり、第三に、「政の仕方に就きその大綱
領を掲げたもの」である（①20）。憲法は、「民」と「君」の「相談共議」によって制定されると
いうこと、そして、そこでは、君の権利すなわち「君権」と民の権利すなわち「民権」が規定さ
れるということが、枝盛の「憲法」理解の枢要点である。
では、「君主」とか「君権」とは何なのか。『民権自由論』発刊よりちょうど一年前に発表され
た枝盛の論説「君権弁」8がその手がかりを与えてくれる。そこでの要点は次のとおりである。す
なわち、枝盛によれば、「国家ハ固ヨリ人民ノ相合シ相約シテ成立スル者」であり、「君主」も
「民ノ約束ニ生セル者」である。「君主」は「天造ニ非スシテ社会ノ約束」になるものであるから、
「人民ノ約束」あるいは「人民ノ承諾」を得ていない者の「権」は、これは「君権」ではなく
「匹夫ノ権」だと言うのである。では、「君権」とは何か。「君権トハ則君主ノ君主タル権利ニシ
テ須ク君主ノ為スヘキ所ヲ為スノ権利」である。では、「君主ノ為スヘキ所」とは何か。それは、
「人民ヲ保護シ自由ヲ保チ権利ヲ固スル」ことである。
それゆえ、そこでは、憲法が君権を制限するという議論は退けられている。「或人ノ曰ク立憲
政体ハ多少ノ君権ヲ殺クモノナリト然レトモ君権ハ曾テ之ヲ減削スルコトヲ知ラサル也」と言う。
枝盛の議論からすれば、「君権」の働きは「人民ヲ保護シ自由ヲ保チ権利ヲ固スル」ことにある
訳だから、それを制限したり削減したりする意味はない。すなわち、「憲法」とは「只明確ニ君
権民権ヲ定ムルノミ」である。このようにして、「憲法」とは「君主ノ位ニ居ル者ヲシテ必ス無
法ノ暴圧ヲ為サシメサラントスルモノナリ匹夫ノ域ニ至ラシメサラントスルモノ」であり、「立
憲政体」は「此ノ暴恣ヲ抑制スルノ牆壁」なのであって、「君権ヲ削減スル者ニ非サル也」と言
うのである。
ではそこでは、人民の「自由」「権利」はどうなるのか。「憲法」が「君」「民」の「相談共議」
によってまとまった場合、「天の賜」としての人民の「自由」「権利」は何らか譲渡を余儀なくさ
れるのであろうか。否である。「君権弁」によれば、「今之ヲ譬ヘハ憲法ハ一家ノ牆垣ノ如シ、茲
ニ一個ノ人アリ、他ノ家ニ入テ其財ヲ盗ミ其女ヲ姦ス、主人之ヲ憂テ四周ノ牆垣ト其門戸ヲ厳重
ニシ、彼ノ盗漢悪徒ヲシテ容易ニ入ルコト能ハラサラシメン乎、之ヲ称シテ人権ヲ殺クトイフヘ
ケンヤ、是只盗賊悪徒ヲ防クモノナレハナリ、然ラハ則立憲政体モ亦何ソ之ニ異ナラン哉」とい
うのであり、それまでの天賦の自由・権利をより確かなものにするものであっても、何ら譲渡さ
れるものではない（「之ヲ称シテ人権ヲ殺クトイフヘケンヤ」）というのである9。
次に、「憲法」が「民と君と相談共議して定めたもの」であると言う場合、そこでの「君」と
は一体何者なのであろうか。一方では、「君」とは「民ノ約束ニ生セル者」と規定されている。
「憲法」以前にまず「君」が「人民ノ承諾」にもとづき選出されているということなのであろう
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８ 「君権弁」（明治11年４月20日付『土陽新聞』第36号、『海南新誌・土陽雑誌・土陽新聞（全）』、弘隆社、1983年、
244－245頁）。
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か。この意味を考えるために、やや迂回することになるが、『民権自由論』における枝盛の明治
維新論を見ておく。枝盛によれば、明治維新において「勤王の士」が徳川幕府を倒して「新たに
王室を興し明治の政府を立てた」のは、徳川幕府が「余り威張り散かして我国に貴き王室をも蔑
にし天の重き民人の自由を害」したからだと言うのである。そして、「是れもまた自由の関係で
ござろう」と言う（植木①13）。すなわち、枝盛にとって、「王室」を蔑ろにしかつ「人民」の
「自由」を侵害した徳川幕府の打倒が、明治維新であるという。この議論を「君権弁」での「君
主」論から見るとどうなるのか。ここでは、「勤王の士」＝維新政府は、「王室」＝「天皇」を
「新たに興して」「人民」の「自由」を侵害する徳川幕府を倒したのであるから、「自由」の保護
者である。ここで、「王室」＝「天皇」が正当な「君主」であるためには、「人民」の「自由」の
保護を「約束」したという認識がなければならないはずである。おそらく、「新たに王室を興し
た」という、その「新しさ」がここでの要点であろう。明らかにそれまでの天皇とは異なって、
「自由」保護を約束しそれゆえ「人民ノ承諾」を得た「君主」ということが、何らか枝盛の念頭
に置かれているはずだ、というのである。問題は、ここでの「約束」とは何なのかということで
ある。枝盛が「君権弁」を書いたのとほぼ同時期の論説「祭立憲政体聖詔文」10がそれを明らか
にしている。これは、枝盛が、明治８年４月の「漸次立憲政体の聖詔」以来すでに３年を閲して
いるのに、立憲政体がいまだに行われないのはどうしたことかと訝り、「陛下」が「独裁専治ノ
気儘ナルニ恋着」しているためか、それとも、政府が「陛下ノ聡明ヲ擁蔽」しているためなのか
と問いかけて、「君主ノ指揮政府ノ授与ヲ俟ツテ之ヲ得ント欲スルハ卑屈ナリ臆病ナリ……吾自
ラ進ンテ之ヲ取ラスンハアル可ラス」と宣言している文章である。ここに、「天地ノ公道ニ基キ
万機公論ニ決スルハ陛下ノ誓約ニシテ陛下ノ宿志ナ（リ）」と、五箇条の誓文が明確に「誓
約」＝「約束」として捉まえられていたのである。
以上から明らかなように、枝盛にとって、「人民」（ここでは明治新政府を立てた「勤王の士」）
と「天皇」が、「相談共議」した上で、「天皇」は「人民」の「自由」の「保護」を「約束」し、
「人民」は天皇を「君主」として「承諾」したという、そのような性格をもったものとして、「陛
下ノ誓約」＝五箇条の誓文が理解されていたのである。これによって、「天皇」は、「人民」によ
って、「人民ヲ保護シ自由ヲ保チ権利ヲ固スル」「君権」を行使する「君主」としての正当性を認
められたという訳である。それ以前の天皇とは明治天皇は原理的に異なるわけであり、まさに
「新たに王室を興し明治の政府を立てた」のである。こうして、枝盛にとって、五箇条の誓文は
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９　宮村治雄氏が、枝盛におけるこのような「天賦自由」と「民権自由」の関係を、「植木の『民権自由』は、『社会』や
『政府』の構築の目的は『天賦自由』の『保護』であると説いた。そして『社会』や『政府』の構築後も、この『自
由』は各人に担保され『出入自由』であるとまで説いていた」と指摘されているとおりである（宮村治雄著『新訂日
本政治思想史――「自由」の観念を中心にして――』、放送大学教育振興会、2005年、216頁）。
10 「祭立憲政体聖詔文」（明治11年４月15日付『土陽新聞』第35号、前掲『海南新誌・土陽雑誌・土陽新聞（全）』、237－
238頁）。
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日本におけるマグナカルタに他ならず、立憲政体への出発点であった。
しかしながら、マグナカルタは立憲政体への出発点であったとしても、そこで「君主」と「相
談共議」した「人民」は、いわば「人民」の一部分でありしかも騎士階級の一部分でしかない。
維新も「全国人民ノ公論」が背後にあったものの「専ラ三四藩ヨリ出ヅル所ノ俊傑ノ功」でしか
ない11。それゆえ、「万機公論ニ決ス」との「誓約」が本格的に実現されてはじめて、すなわち、
人民参加の民選議院が設立されそこでの人民代表と君主の間での約束＝憲法として、「君主」の
「君権」が「人民ヲ保護シ自由ヲ保チ権利ヲ固スル」と規定されてはじめて、立憲政体が樹立さ
れたと言い得るのである。すなわち、「憲法」が「民と君と相談共議」して「君権」「民権」を確
定したときに、それは、同時に、君主は「君権」の担い手としての「君主」として「人民ノ承諾」
を得たことになるのである。
そして、五箇条の誓文を出発点とし、「君主」＝「政府」は「天賦自由」を保護するべき本来
の「君主」＝「政府」たらんと尽力し、また、「人民」は「天賦自由」の担い手である本来の
「人民」たらんとして、「君」と「民」が共同で「立憲政体」樹立に進むはずであったのが、「惜
シム可シ」、そうはならなかった。「廃藩ノ挙アルニ至ルマデハ則公議輿論ニ由リテ其政ヲ為セシ
モノ、廃藩ノ際ニ及ンデ漸ク変ジテ武断専決ノ政ニ移リ威圧力制ノ風復生ズ」という事態となっ
てしまったと言うのである12。
以上、『民権自由論』における「天賦自由」と「民権自由」、「君権」と「民権」、そしてそれら
と「憲法」との関係について枝盛の議論を見てきた。そこで、次に「国権」についての議論をみ
ておこう。そこでは、「国は人民という小さき輪をもて作りたる一の鎖じや。国の権を張らんと
するには民の権を張らざれば叶はず、国の独立を維持せんとするには民の独立を本とせざれば叶
ひ難きもの」（植木①26）というように、「国家」と「人民」は、「鎖」と「輪」の関係で捉まえ
られている。こうして、「民権を張らざれば国権を張り独立を保つ能はず」（植木①26）と言われ
るのである。他方で、「国とは人民の輳る所のもの」（植木①17）、あるいは、「国は全く民に因て
出来たもの」（植木①17）であり、「国は万人の相合して出来たものなれば、相合したるうへの憲
法を確に定め置かざればとても治り難きもの」（植木①20）とされる。
これは、先にみた「君権弁」で、「国家ハ固ヨリ人民ノ相合シ相約シテ成立スル者」との議論
と同じ議論である。ここでは、「国家」の「成立」について、「相合」「相約」の二段階が想定さ
れていることは明らかである。「国とは人民の輳る所のもの」「国は全く民に因て出来たもの」と
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11 草稿「極論今政」（明治10年３月17－26日執筆,植木③71）。
12 前掲「極論今政」（植木③70－71）。なお、枝盛のこの議論は、1877（明治10）年６月の「立志社建白書」のそれと全
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大臣等の識見此に及ばず。……遂に断を用ゆるの濫なるより、専制抑圧の風を胚胎し……」（板垣退助監修／遠山茂
樹・佐藤誠朗校訂『自由党史（上）』、岩波文庫、1957年、194－195頁）。
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いうのは、「国家」の「相合」段階で、「国家」成立の第一段階を指している。これは、「君権弁」
でも使用されている「国家人民」13という言い方、あるいは『民権自由論』での「国の事は民の
事とは別の事ではござらぬぞ」（植木①８）との言い方にも見られるように、「国の事」＝「民の
事」、すなわち、「国」＝「民」であり「国家」＝「人民」（「国家人民」）なのである。枝盛にお
いて「国家」が想定されるとき、それは即「人民」なのである。そこにおいて、「人民」がどの
ように「国家」を形成するのかは、ただ「出来た」とされるだけで、それ以上は問われてはいな
い。
では、「国家ハ固ヨリ人民ノ相合シ相約シテ成立スル者」と言う場合の「相約」して「成立」
するとは、どういうことか。枝盛にとっては、「君主」や「政府」が無くても、「国家」＝「人民」
は存在し得る。「古来君ナクシテ人民アルモ人民ナクシテ君アルノ例ナキ（ナリ）」（「君権弁」）14
である。それでも、君主や政府は昔から存在したではないかというのに対して、枝盛は、それは、
事実上の君主や政府でしかなく、いかに善政徳治を行ったとしても、それはやはり「匹夫ノ権」
でしかない。何故なら、そこには、「人民ノ承諾」がないからである。しかし、君主と「人民」
が「相約」して、すなわち「憲法」によって「君権」「民権」を確定して「天賦自由」が「民権
自由」として保障された時、君主は合法的な「君主」となり「治り難きもの」（「乱」）であった
ものが、はじめて、真の安定＝「太平」を得るのである。このようにして、「憲法」によって人
民の「天賦自由」が「民権自由」として安定的に確立する時、はじめて「民権」伸張がそのまま
「国権」伸張と結びつくのである。立憲政体こそが、「民権」＝「国権」の順接的結合を可能とす
る条件であった。それに対して、専制政府の下では、君主や政府が人民を圧伏しているから、
「国家」＝「人民」は簒奪されており、「唯一人の愛国者」（植木①27）がいるだけであり、ある
いは、「国を愛惜する者は政府のみ」（植木①23）といった状態であり、「人民」は抑圧されて
「卑屈」の状態に放置されているというのである15。こうして、枝盛は、「さらばこそ国は初めよ
り民権を張り自由を伸すが肝心なれ」（植木①29）と主張したのであり、この意味で、枝盛は、
徹底的な「民権」論者であると同時に徹底的な「国権」論者でもあった。
さて、以上、『民権自由論』における、「天賦自由」と「民権自由」、「君権」と「民権」、「民権」
と「国権」、そして、それらと「憲法」＝立憲政体との関連についての枝盛の議論の骨格をほぼ
明らかにし得たものと思われる。
そこで、この節の最後に、枝盛が明治12年のこの時期における立憲政体確立のための政治的展
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13 前掲『海南新誌・土陽雑誌・土陽新聞（全）』、244頁。なお、「国家人民」なる概念は、『海南新誌』等における枝盛
の著述を理解する上でのキー概念である。拙稿「『海南新誌』・『土陽新聞』の「自由民権」像」（『岡山大学大学院文化
科学研究科紀要』創刊号、1995年）、参照。
14 前掲『海南新誌・土陽雑誌・土陽新聞（全）』、244頁
15 なお、『民権自由論』理解において、枝盛の「専制政治」と「人民卑屈」についての議論は、枝盛の「自由」論を理
解する上できわめて重要である。前掲拙稿「植木枝盛著『民権自由論』（明治12年）考――「天賦自由」と「民権自
由」――」、参照。
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望をどのように描いていたのかを、これまでの議論との関連において見ておきたい。明治維新の
改革が最初の数年で頓挫し、その後の政治を、「武断専決」「威圧力制」の専制政治として認識し
ていたことはすでに見た。『民権自由論』において、政府は西南戦争を鎮圧して「之を国家能く
治まれりと云ひ、太平と唱へ、天下静かなりと思ふて撃壌鼓腹之を祝ひ之を慶び、済まし切つて
国隆盛なり」としているが、とんでもない、「是れはこれ太平でもない隆盛でもない、実に間違
ひの親玉で、即ち天下の大乱でござる」と、枝盛は言っている（植木①16）。枝盛によれば、「天
下の正理 賊せられ……理が非に曲り……政府は圧制……人民は卑屈……是れ取りも直さずその
国の乱にて、然かも大なる乱なり」（植木①16－17）と言う。「正理」＝「天賦自由」が「政府の
圧制」「人民卑屈」によって侵害されている状態が「乱」、すなわち、戦争状態なのである。枝盛
によれば、徳川時代も「世間にて之を太平静寧と申せども、その実は右の二百余年間も矢張り大
きな乱世でありました」（植木①17）という。ここに、「民権自由」の運動の「明治第二ノ改革」
としてもつ意義が明らかになってくる。枝盛の「明治第二ノ改革ヲ希望スルノ論」16によれば、
「明治第一ノ変革」は、「徳川政府ヲ シテ王室ヲ興シ皇帝陛下全国ノ政ヲ統理スルニ至リ、又相
尋デ封建ヲ変ジ以テ郡県トナシタルガ如キ是也」（植木③88）と言う。ここでは、天皇が「皇帝
陛下」と称され、五箇条の誓文＝約束の上に基づく「君主」であり、従来の天皇とは異なること
が意識されており、その「皇帝陛下」への権力集中と廃藩置県が「第一ノ改革」＝「政府ノ変革」
とされている。では、「第二ノ改革」＝「政体ノ変革」とは何か。それは「独裁ノ政体」を改め
「立憲ノ政体」を樹立することである。すなわち、「其政体ヲ革メテ君民共治ト為シ、政府ノ独裁
ヲ廃シテ人民ヲシテ政権ヲ掌ラシム可キ也」と言うのである（植木③92）。ここに明らかなよう
に、天皇は、「第一ノ改革」と同様、「第二ノ改革」においても重要な位置にある。維新が天皇と
人民（「勤王の士」）の「君民」連合による徳川幕府廃止であったように、「第二ノ改革」も、天
皇と人民の連合にもとづいて明治政府＝「独裁」を打倒して、「君民共治」を実現することなの
である。「明治第二ノ改革」とは、五箇条の誓文と漸次立憲政体の詔を、天皇と人民が、それを
妨げる専制政府を排除して、立憲政体に結実させる改革として構想されていたのである。それは、
明治維新におけると同様、運動としては、明治専制政府から天皇を「民権自由」の運動の側に奪
い返すことを意味していたのである。
その意味で、現状は、明治維新以前の諸士横議の動乱の時代と同様、大乱状況、戦争状態とし
て認識されていたのである。たしかに、それは立憲政体樹立の運動であり、国会開設、憲法制定
を獲得していく運動である点で、単なる「三四藩ヨリ出ヅル所ノ俊傑」による「政府ノ変革」で
はなく、「人民」に依拠しての「政体ノ変革」であるという点で維新とは大きく異なっている。
国会開設および人民の政治への参加は、人民が「国家公けの事（を）……自分に受持つの気象」
92
植木枝盛の憲法構想――「東洋大日本国国憲案」考――　　小畑　隆資
16 「明治第二ノ改革ヲ希望スルノ論」（明治10年9月22日付『海南新誌』第５号）。
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（植木①17－18）を養う手段として、すなわち、「卑屈」克服の重要な手段としても位置づけられ
ていたのではあるが、枝盛によれば、「人民」の現実は如何ともしがたい「卑屈」の状況にある。
こうした現実において、枝盛の構想する「明治第二ノ改革」の担い手はどこに見出されるので
あろうか。しかも、明治維新や、枝盛が好んで引照するマグナカルタやアメリカ独立革命の事例
も、そこに武力が大きな役割を果たしていたことが枝盛において認識されていなかったはずはな
い。専制政治と目されている政府の下でそれに対抗する武力があからさまに語られることは無い
にしても、そのあたりについての枝盛の考えを、彼の西南戦争や西郷隆盛の評価に看て取ること
は可能である。西郷自刃から２週間もたたない1887（明治10）年10月６日の枝盛の演説「内乱鎮
定ノ演説」17は、彼の、西南戦争の、そして武力についての評価をかいま見せてくれている。「夫
レ内乱果シテ茲ニ鎮定ス吾儕ハ当ニ之ヲ祝フ可シ之ヲ喜フ可シ之ヲ慶ス可シ」と内乱鎮定に「祝
意」を表し、その理由として「兵ハ凶器軍ハ悪事」で人間誰しも「兵乱戦争ヲ好ムモノ無ク安寧
静謐ヲ欲セザル者」無いのは当然だろうと言う。しかし、この「平定」は「敵軍ノミノ平定」に
して「国ノ平定」に非ず、「政府ノミノ勝利」にして「国ノ勝利」ではない。「国家人民ニ於テハ
利ナク益ナク」、むしろ、「弊害」でしかない。さらに、西郷や「薩人」は、「封建ノ習気ヲ存シ
頑固ニシテ開明ノ世ニ和スルコト能ハズ」して「我国ノ開明」に「障害」でしかないという議論
に対して、枝盛は真っ向から反対する。ここには、「内乱鎮定」を「祝フ可シ」と言ったその言
葉を裏切る枝盛の本音ともいうべきものが吐露されていると思われるので、少し長いがそのまま
引用する。
「夫レ薩人ノ如キ今般コソ乱ヲ起シ政府ニ抗敵スルコトヲ為シタレドモ、畢竟頗ル強勇ノ人
間ニシテ若シ其方向ヲ正シテ其順ヲ得レバ則実ニ国家ノ干城トナリ国家ヲ護衛スルニ足ル者
ナリ、試ニ観ヨ彼レ今般ノ戦争ニ於ケルガ如キモ僅カニ一隅ノ人民ヲ以テ日本全国ノ政府ニ
抗シ日本全国ノ兵軍ニ敵シ以テ数閲月ヲ支エタルニ非ズヤ、是ヲ以テ観ルト雖モ薩人ノ強勇
ニシテ日本ノ一精神タルベキ亮々トシテ甚ダ明カナリ」
ここでは、薩摩人の「強勇」が「国家ノ干城トナリ国家ヲ護衛スルニ足ル者」として高く評価
されており、それこそが「日本ノ一精神」たるべきものとされている。そして、それはさらに、
「封建」士族一般が持つあるいは持っていた「勇敢ノ精神」「健強ノ腕力」の称賛にまで至る。
「封建ノ習気ヲ存シ頑固ナルト云フト雖モ、封建ノ慣習中ニモ善良ナルモノアリ悪丐ナルモノア
リテ、則夫ノ勇敢ノ精神健強ノ腕力ノ如キハ其善ナルモノニシテ人間ノ一大要宝」であると、
「勇敢ノ精神」「健強ノ腕力」は「封建ノ慣習」中の善なるものと言うのである。ここでは、単な
る「精神」のみならず、まさに「腕力」＝武力そのものが高く評されていることが着目される。
「兵ハ凶器軍ハ悪事」と言いながらも、ここでは「善」とされているのである。おそらく、その
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ような反論をも意識してのことであろう、「一般ノ理ニ於テ悪ニ強キ者ハ亦善ニ強ク、大悪大害
ヲ為ス能ハザルモノハ亦大善大用ヲ為ス能ハザルヲ知ル」と、その「善」への働きが期待されて
いるのである。枝盛から見て惜しむべきは、西郷等の「勇敢ノ精神」「健強ノ腕力」が、立憲政
体樹立への展望と結びついてはいなかった点にある。『土陽雑誌』に掲載された「実力論」18が、
「人民カ固有ノ権利ヲ伸張シ天賦ノ自由ヲ享受スル」という観点を欠いた「智ナキ腕力」である
と西郷を批判しているが、それは枝盛の見解と軌を一にしているものであった。
枝盛において、「天賦自由」を護るための「武力」という関心は相当に強くあったものと思わ
れる。西南戦争の最中に、板垣は高知に帰郷すると同時に、国会開設の立志社建白書の提出と平
行して、「護郷兵団結の事」を明治10年の４月下旬と５月初旬の２回に渡って県令に出願してい
る19。その頃、同時に「小銃3000挺及び弾薬購入」20の企てもなされ、こうした動きが８月のいわ
ゆる「高知の大獄」に連動していく。枝盛も、こうした動きに何らか関わっていたようで、「立
志社に行、募兵の議に付談ず」（４月17日、植木⑦121）と『日記』に記している。枝盛は、高知
の不穏な動き、とくに護郷兵設置についての新聞紙上などでの批判に対して、投書でもってその
批判に応えた。６月７日に『大阪日報』に掲載された枝盛の投書「土佐人ノ護郷兵団結ヲ論スル
モノヽ誤謬ヲ弁駁ス」21は、「政府」も「海陸軍」も「国家紛乱」の際や「俄急ノ場合」に、こん
な「地方」にまでしかも「後レ」を取らずにすぐ駆けつけてくれるか、それは無理だろうし、そ
もそも、「只管政府ノミニ委任シ己等ハ則チ迂闊茫然トシテ居ルベシト云フガ如キハ奴隷ノ民」
である。自分たち「自由ノ人民」は「自ラ守ルノ道」を取る、それが「護郷兵」だ、と反論して
いるのである。国家大乱の戦争状態では、「自由の人民」は同時に人民の武力と不可欠一体であ
ると真正面から論じているのである。先にみた1878（明治11）年４月の論説「祭立憲政体聖詔文」
は、「夫レ自由権利ナル者ハ政府ノ自由権利ニ非ス、有司ノ自由権利ニ非ス、各箇人民生レナカ
ラニシテ禀ケ得ル所ノ私有ノ自由権利ナリ……吾自ラ進ンテ之ヲ取ラスンハアル可ラス……正理
ハ吾ニ在リ権力ハ我ニ存ス」22と言っている。明らかに「正理」と「権力」、すなわち、「人民」の
「自由権利」とそれを守るための「人民」の「権力」＝武力が意識されていることは間違いない
であろう。
にもかかわらず、「兵ハ凶器」で「軍ハ悪事」だとの認識は、枝盛の考えの核心にあったこと
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18 「実力論」（明治10年９月25日付『土陽雑誌』第4号、前掲『海南新誌・土陽雑誌・土陽新聞（全）』、111頁）。「実力論」
の筆者は「国沢会造」で、それは細川劉（1856年、高知県佐川に生まれる、新聞記者）のペンネームである。前掲
『海南新誌・土陽雑誌・土陽新聞（全）』、吉田曠二「解題二」、266－267頁、参照。
19 土佐自由民権研究会編『土佐自由民権運動日録』（高知市文化振興事業団、1994年）、19頁。家永三郎氏は、「護郷兵
団結」を二回に渡って県令に願い出た時のその文書の執筆者を、枝盛ではないかと、推定されている。また、その
「護郷兵」の意義づけを「欧米民主主義国家の民兵を胸裏に置いていた」と指摘され、その点に、反政府急進士族層
との「異質的なもの」を見出されている（家永三郎著『植木枝盛研究』、岩波書店、1960年、128頁）。
20 同前。
21 「土佐人ノ護郷兵団結ヲ論スルモノヽ誤謬ヲ弁駁ス」（明治10年６月７日付『大阪日報』、国立国会図書館）。
22 「祭立憲政体聖詔文」（明治11年４月15日付『土陽新聞』第35号、前掲『海南新誌・土陽雑誌・土陽新聞（全）』、238頁）。
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も間違いはない。枝盛は、明治11年３月の『土陽新聞』に掲載した「喰合ノ世ノ中」23で、「今ノ
世ノ中ヲ観渡セハ何モ角モ喰合中ニアラサル者ナシ」として、「圧制家ハ民権家ト喰合ヒ（相抗
論ス）」と言っている。すなわち、専制政府と民権家の闘いを基本的には「精神ノ喰合」＝「抗
論」として位置づけており、「精神ノ喰合ハ愈真理ヲ発明シ真益ヲ生出シテ社会ノ利トナル」と、
「惨毒兇害アリテ社会ノ損」となる「形体ノ喰合」に対置していた。まさに枝盛にとって立憲政
体こそが、武力の争い＝「形体ノ喰合」を議論の闘い＝「精神ノ喰合」に転換させる政治制度な
のである。先の「内乱鎮定ノ演説」において、枝盛は、「蓋シ政府ニ於テ専制ノ仕組ヲ変ジ公議
ノ政体ヲ以テセン乎、西郷政事ニ不同意アルモ議院ニ於テ之ヲ論ズルノ道アレバ則更ニ腕力ニ愬
ユルニ由ナク、不平アリト雖モ十分ニ其情意ヲ通ジテ事明白ニ帰シ是非曲直モ決着スル所アルベ
ケレバ、……乱ヲ興ス能ハザラシメテ可ナリ」と、「公議ノ政体」すなわち立憲政体の効用を説
いていたのである。
こうして、『民権自由論』の表には登場してこなかった人民の武力についての枝盛の議論は、
枝盛の西郷・西南戦争論を通して見た場合、明らかに原理的に武力＝悪として認識しつつも、専
制体制下では、人民の「天賦」の「自由権利」を担う「精神」（「勇敢ノ精神」）としても、それ
を守る「武力」（「健強ノ腕力」）としても必須のものとして容認されていることが明らかになっ
たものと思われる。しかも、実際の武力発動は「悪」であることは間違いなく、まさにそうした
事態を避けるためにも、人民の自由権利を憲法で確かなものにし、対立＝「喰合」を論争に転換
させるためにも、国会と憲法、すなわち、立憲政体を構想したのであった。
二　『愛国志林』『愛国新誌』（明治13年３月―明治14年６月）の「立憲政体」論　
以上、枝盛の『民権自由論』（明治12年４月）を、それまで枝盛が主として編集に携わった立
志社の機関紙誌である『海南新誌』（明治10年８月―12月）・『土陽雑誌』（明治10年８月―12
月）・『土陽新聞』（明治11年１月―４月）の議論で補いながら、そこでの枝盛の、「天賦自由」
と「民権自由」、「君権」と「民権」、「民権」と「国権」、そして、「武力」についての議論を、「憲
法」＝立憲政体との関連において、ほぼその骨格を整理することが出来たものと思われる。そこ
で念頭に置かれていたことは、枝盛の「国憲案」（明治14年８月）を読み解く視点を得ることで
あった。その点をあらためて確認すると同時に、それが、その後、立志社を中心とする愛国社お
よび国会期成同盟の運動へと展開していくなかでどのような展開を見せるのかを、枝盛が主とし
て編集・執筆に活躍した愛国社の機関誌『愛国志林』・『愛国新誌』（明治13年３月―14年６月）
所載の枝盛の諸論考の検討によって明らかにすることがここでの課題である。「国憲案」が成る
直前までの議論を踏まえることによって、枝盛「国憲案」の憲法構想の具体像をより明確に浮き
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上がらせることが可能となるはずである。
そこで、まず『民権自由論』発刊以降の、愛国社、国会期成同盟の運動、そして「国憲案」起
草にいたるまでの経緯を、枝盛に即して簡単に概観しておこう。枝盛は、1879（明治12）年３月
の愛国社の第２回大会、同年11月の第３回大会に参加し、第３回大会では、国会開設請願書の提
出が決まった。ここで、「建白」ではなく「請願」となったのは、「建白」は「政府」に向かって
の意見上申であるのに対して、「請願」は「之を聖明に直奏するの体裁」であったからである24。
国会開設運動が、天皇と直結することによって、五箇条の誓文と漸次立憲政体樹立の詔の実現を
阻んでいる政府を排して、その実現をはかろうというのである。こうして、1880（明治13）年３
月の愛国社第４回大会では、愛国社の名を「国会期成同盟」とあらため、天皇へ国会開設の請願
をするために、片岡健吉と河野広中をその捧呈委員に選んだ。上願書は太政官でも元老院によっ
てもたらい回しにされた上、受け取りを拒否されたが、上願書「国会を開設するの允可を上願す
る書」（以下、「上願書」）25には、「自叙伝」が「其起草に多く与れり」（植木⑩35）というように、
また、「国家は人民の湊合する者にして、国家の事は人民の事ならざるは莫く」というほとんど
『民権自由論』からの引き写しの文章などにも見られるように、枝盛も深く関与していた。この
上願書は、五箇条の誓文、漸次立憲政体の詔などを根拠に人民の自由と参政権の確立、すなわち、
国会開設による立憲政体（「定律の政体」）が、「陛下の志」であることを強調し、それがいかに
「専制政治」と対立するものであるかを述べているものである。そして、「臣等の固に望む所」と
して、「陛下を賛けて……国会を開設」することであり、それゆえ、「陛下……国会を開設するを
允可して、以て臣等が願に副へよ」と訴えている。さらに、「之を開設するの方法制度に至ては、
……適当の代人を出し、陛下と與に共に協議して之を定めん」と、「君民協議」の国会開設の構
想を提示しているのである。
ここには、すでに見た枝盛の「憲法」についての「君民共議」の議論に通じるものがある。こ
こでの議論では、「国会開設」の願望が天皇に聞き入れられた後に、まずは、天皇と共議して憲
法を取り決め、そこで「君権」「民権」が確定されて行政権と立法権が確定され同時に選挙制度
も合意されて、それにもとづき総選挙を経て憲法に基づく国会の発足ということがおそらく想定
されていたものと思われる。それは、また、枝盛の「明治第二ノ改革」の、「天皇」と「人民」
の連合による専制政府を排しての立憲政体樹立の路線とも符合しているものでもあった。
ただし、枝盛においては、この「上願書」に見られる、「陛下の志を体認し、陛下が業を助け
て、神州を保全せん」といった表現や哀願調に体現される、天皇や国家の神聖化やそれらへの一
体化の傾向には批判的である。逆に、「君権弁」においても明確に表明されているように、「君主
ハ天ノ定ムル所」あるいは「国家ヲ以テ全ク天神ノ創設ニ係ル」とする「天賦君権」あるいは
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24 前掲『自由党史（上）』、266頁。
25 同前、282頁以下。
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「天賦国家」26の議論には真っ向から反対して、「人民ノ承諾」に基づく「君権」論と「人民ノ相
合シ相約シテ成立スル者」としての「国家」論を対置していた。枝盛は、『愛国志林』・『愛国新
誌』においても、民権運動にみられるこうした「天皇」や「国家」の神聖化やそれらへの一体化
の傾向に、一貫して鋭い批判を展開していく。「政府ハ天ニ非ス」27では、「臣下ノ身分トシテ、
天皇陛下ニ哀訴シ奉ルハ即チ疾痛天ニ呼フ者ニシテ、所謂人窮スレハ則チ其本ニ復ルモノナリ」
として「両氏〔片岡健吉・河野広中〕ハ何ソ飽クマテ大臣ニ面謁ヲ乞ヒ、其要領ヲ得テ帰ラザリ
シヤ」という批判や、さらには上願書が天皇に届けられなければ腹を切るのが志士の本来とする
ような議論に対して、それは「卑屈ノ腔子裏ヨリ出タル文句」であり、「政府ヲ以テ天ト為」す
ものである。「天皇」＝「政府」は「狭小ナル天」でしかない。「人民ハ人民ノ人民ニシテ、決シ
テ政府ノ人民」ではなく、「人民ノ天ハ便チ人民也、人民ノ自由」であって、「本ニ復ル」という
ならば、それは「己レノ自由ニ依ル」ことなのだと反論している。枝盛は、こうした議論に対し
て、それは「政府ヲ以テ天ト為ス」ものでこれこそまさに「久習陋風」であり、本末転倒してい
る。そもそも国会は人民の国会であるわけだから、「政府ニ依ルノ一儀ハ早ク思切テ」、「人民ハ
全国人民ト示談協議シテ国会ヲ開設スルコトヲ図ルベシ」、それこそが「本物タル国会」だと言
うのである。明らかに、天皇や政府への依存心や卑屈な態度を、「人民」＝「自由」を「天」と
する視点から批判している。
では、「人民」＝「自由」を「天」として、「人民ハ全国人民ト示談協議シテ国会ヲ開設スルコ
トヲ図ル」という場合、天皇はどう位置づけられるのか。枝盛は、「全国ノ人民ニ示談シ多数ノ
同意ヲ得テ以テ国会ヲ開設スベキナリ、是レ詢ニ事ノ正当ナルモノニシテ頗ル順序ヲ得タルモノ
トコソ謂フ可ケン」と言った後に、次のように続けている。「況ヤ国会ハ、天皇陛下ノ御素志ニ
シテ、万衆公議ノ熱望スル所ニ係リ、今日ニ当テ之ヲ拒絶セラルヽハ拒絶セラルヽニ相違ナシト
雖モ、之ヲ拒絶スルハ其人ニ限リアリ、其数明カナルコトナレバ、固ヨリ敢テ深キ所ノモノアル
ニアラサルヤ」と。天皇も、政府と同様に拒絶しているのか、国会は「天皇陛下ノ御素志」であ
るし、また今回拒絶した人物は、太政官と元老院の一部の人物に限られているのだから、おそら
くそうではないだろうと言うのである。「政府ニ依ルノ一儀ハ早ク思切テ」と言う場合、「天皇」
の神聖視や一体化を戒めながらも、国会開設実現にとっては、なお天皇は重要な位置を占めてい
ることは間違いない。
枝盛は、「人民ノ国家ニ対スル精神ヲ論ズ」28で、「人民ニシテ吾々人民ト云フノ精神熾ンナレ
バ、其人民ニシテ国会ヲ望マバ、則必其国ノ君主ニ対シテ吾々ハ国会ヲ望ムニヨリ何分ニ国会ヲ
開設スルコトヲ允許アランヲ願フト云フ可シ、即チ之ヲ願望スルニ至ル可シ」と言っており、
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26 「天賦君権」「天賦国家」は筆者によるもので、枝盛は使ってはいない。
27 「政府ハ天ニ非ス」（明治13年10月13日付『愛国新誌』第９号、『明治文化全集』第6巻・自由民権編・下巻、日本評
論社、1992年、93－97頁）。
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「天皇」への「願望」自体が否定されている訳ではない。問題は、「吾々人民ト云フノ精神未タ足
ラズシテ、治者了簡ト被治者了簡ト打チ混リ、十分ニ己レノ己レタルコトヲ知ラザルガ故ニ、…
…纔カニ政府ニ参上シ、神カ仏ノ前ニ造リタル如ク、畏ミ敬ヒテ国会ハ国家ノ為メニナルモノデ
ゴザリマス、国家ノ為メニ御開キナサレマセト申上奉（ル）」という、「吾々人民」＝「国家人民」
（ここでは、「被治者了簡」とも云われている）に視点を据えることのできない、その「治者了簡」
すなわち「己レモ多少治者ノ如キ底腹」を批判するのである。
「人民ノ国家ニ対スル精神ヲ論ズ」において、枝盛は、「人民」が、「精神ノ主部」に、「君」、
「国家」、「人民」を置く三つの段階を区別し、それぞれ、「未開」、「稍未開」、「文明」の三段階に
対応させている。第一段階は、「君ヲ以テ天ノ立ツル所ト称シ、君ヲ以テ神種ト為シ、……人民
ノ精神ノ主部ニ君ト云フモノアツテ未ダ国ト云フ者ナク、己レトイフモノナ（キ）」状態にある。
それは、「君ニ奉公ヲ為ル」「君ニ忠義ヲ盡ス」「尊王ト云ヒ、勤王ト云ヒ」「君ノ為ニ死スルト云
ヒ」、「君ヲ大切ニシ君ニ服従スルコトヲ知テ其他アルコトヲ知ラザル」状態である。第二段階は、
「君ハ民ノ為メニ立ツル者ニシテ政府ハ人民ヲ保護スルモノナリト云フコトヲ究メ、……彼ノ精
神ノ主部ニ印シタル君ノ字ハ自然希薄ニ帰スルモ、昔日ノ宿習徒タ其形ヲ変ヘテ這度ハ精神ノ主
部ニ国ト云フモノヲ印シ、昔日ノ盡忠ハ今日ニ至テ報国トナリ愛国トナリ。君ノ為メニ云ヒシモ
ノハ国ノ為メニトナリ、君ニ従フト云ヒシモノハ国法ニ従フト云ヒ、君ノ為メニ盡スト云ヒシモ
ノハ国家ノ義務ナドヽ云フニ至（ル」。そして、この第二段階を、「判然政府ト人民トノ二者ヲ区
分スル能ハザルナリ」と批判して、第三段階を次のように規定する。「人民タル者ハ全然人民ト
云フノ地位ニ居シテ、吾々人民ハ如何、吾々人民タル者ハ如何ト云ヒ、政府ハ政府タルノ職分ヲ
為セ、人民ハ人民タルノ権利ヲ行ハンノミト。要スルニ治者ト被治者トノ分界ヲ画別シ、人民ニ
治者交リノ気取リヲ帯ブルコトナク、吾々人民ト云フノ気象ヲ保チ、精神ノ主部ニ己レ人民ト云
フ者ヲ置クニ至ル、是レ人民ノ国家ニ対スル第三段ノ精神ナリ」。そして、枝盛は、「現今我国ノ
人民ハ……乃チ第二ノ地位ニ立ツ者」と言うのである。ここで、第二の地位は、「精神ノ主部」
に「国」を置くものであるが、しかし、それは、「昔日ノ宿習徒タ其形ヲ変ヘテ這度ハ精神ノ主
部ニ国ト云フモノ」を置くというように、第一段階の精神を引きずっているものであることが認
識されている。天皇や政府を「天」とする精神に対して執拗な批判が為される所以である。第一
段階は、「未ダ国ト云フ者ナク、又己レト云フモノナク」、精神はまったく「君」に奪われた奴隷
状態にあり、それに対して、第二段階は、「君ハ民ノ為メ」「政府ハ人民ヲ保護スルモノ」という
点での理解はあるが、そこに「治者気取」が混入しているのが問題だというのである。
まさに、「天賦君権」「天賦国権」をかざして民権運動を抑圧する明治政府への批判、そして、
愛国社の民権運動家の精神にも見られる「勤王」「忠義」精神や「治者気取」への批判、そして、
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28 「人民ノ国家ニ対スル精神ヲ論ズ」（明治13年11月12・20・28日・12月5日付『愛国新誌』第13・14・15・16号、同前、
115－122頁）。
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福沢諭吉ら「都人士」29＝「柔弱」者の「治者気取」への批判が、『愛国志林』『愛国新誌』にお
ける枝盛の諸論考を貫いており、その精神は、この「己レ人民」の精神を根幹に据えたものであ
った。とくに、「人民ノ国家ニ対スル精神ヲ論ズ」では、明らかに福沢と分かる「民権論、国権
論ト云フノ二著」を著した「某ノ学者」に言及し、その「民権ヲ張ルハ国権ヲ張ランカ為メナリ」
との議論に対して、「民権ハ国権ノ奴隷ニハアラザルナリ、……民権ヲ張ラントスルハ民権ヲ張
ルカ為メノミ、国権ヲ張ルモ亦民権ノ為メニ之ヲ張ルノミ」と批判している。枝盛ももちろん福
沢が民権を国権の奴隷にしようとしていると考えている訳ではない。おそらく「彼ノ国権ナド云
ヘル一ツノ幕ヲ以テ、民権ト云フコトモ政府ト云フコトモ官モ民モ皆ナ一ツニ之ヲ其内ニ引キ入
レ、之ヲ打交セテ骨モ筋モナキ程ニ親和セシメテ、其間ニ知ラズ識ラズ民権ヲ張リ国会モ開ク様
ニスル」と考えているのであろう。しかし、枝盛によれば、それは、「張ルベキ道理ヲ明カニシ
テ之ヲ張ルニアラズ、取ルベキ道理ヲ明ラカニシテ之ヲ取ルニアラズ」、「姑息ノ策略」「ゴマカ
シ仕事」でしかない。たしかに、こうした方策が、「一時ハ案外ニ事安ク、民権モ張リ国会モ開
ケルコトアルヤ」も知れない。しかし、それでは「国権已ニ伸張セハ民権モ無用ナリ」というこ
とになりはしないか。その時には、さらに福沢は、それは「全ク方便」で「本心」では「民権ヲ
張ルハ己レガ自由安全幸福ノ為メ」だと考えていたのだと言うか、あるいは、「尾ヲ垂レテ遠ク
遁逃スル」かの「二ツニ一ツ」だろう。枝盛がここで批判している最大のポイントは、これでは
「人民」の「精神」は少しも「進歩」せず、第一段階か第二段階で「停滞」してしまうではない
か、という点にある。「君」でも「国家」でもない「己レ人民」を「精神ノ主部」においた「人
民」を欠いては、それは「形」だけで真の「文明」たり得ない、と言っているのである。「己レ
人民」を根幹に据えた「国家」こそ真の「文明」であると言うのである。枝盛が問うているのは、
「文明」を支える、そして「立憲政体」を支える、「人民」の「精神」なのであった。枝盛にとっ
て、福沢の「官民調和」論は、この点を曖昧にする「姑息ノ策略」と見えたのである。
こうして、「官ト民ハ利害ヲ異ニスルモノナリ、利害ヲ異ニスルモノハ調和スベキニアラザル
ナリ」として、まさに「人民」の「精神」に着目した時、「治者ト被治者トノ分界ヲ画別」する
ことこそが、「国家ノ為ニ甚タ善キコト」なのである。こうして、「官民調和」ではなく、「治者
ト被治者トノ分界ヲ画別」する「官民権衡」30が立憲政体構想の基本に据えられていくことにな
る31。『民権自由論』で、「君民共議」の下に「憲法」によって「君権」と「民権」が画定され、
「君権弁」においても、「君権」と「民権」に「憲法」すなわち「牆垣」を設けて、「君権」を制
限することなくかつ「天賦自由」を譲ることもないままで立憲政体が構想され、ここでもまた、
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29 「都人士ニ一針ヲ加フ」（明治13年3月13日・５月８日付『愛国志林』第１・２編、同前、９－12頁）。ここで、枝盛は、
愛国社の民権運動に対して「不平」「不満足」の徒の運動に過ぎないとする「都人士」の批判に対して、「不平」「不満
足」は「活溌進取ノ気象」「不撓不屈ノ志気」の基礎となるものと反論し、むしろそうした批判は「治者被治者ノ利害
得失ヲ同フセサルノ大要」を理解しない、「治者威権ヲ弄」し「治者」の「兵力ト金力」を頼む「柔弱」者流の議論
であると反論している。
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「己レ人民」の「天賦自由」の存在と発展が「官民権衡」によって保障されるのだと言うとき、
そこに、「官民権衡」の制度としての「憲法」や「立憲政体」が位置づけられてくることになる
ことは明らかである。「国憲案」において、「君」＝「行政府」が強大な「行政権」と「兵権」を
保持しながら、それに対しては、「兵器」をもって「抵抗」することまで認められた「人民」の
「天賦」の「自由権利」が対置され、しかも、後述するが、「護郷兵」および「州」の「常備軍」
によって護られたきわめて独立性の高い「州」＝「郷土」によっても保護されて「君」＝中央権
力に対峙させているのを見るとき、その基礎に「官民権衡」の考えがあったことは間違いないで
あろう32。
では、こうした「君主」と「人民」、「政府」と「人民」の「権衡」のなかで、「国家」の「武
力」＝軍事力はどう位置づけられるのであろうか。「兵ノ大旨ハ国憲ヲ護衛スルニ在リ」33は、す
でに「憲法」が制定されていることを前提としての議論であるが、そこでは「君主」と「官吏」
からなる「行政府」と、「立法府」としての国会が制度として前提されている。その場合、「兵」
は「国王ヲ護衛スルモノ」なのか。否である。では、「兵」は「単ニ立法府ノ用ヲ將クルモノ」
なのか。否である。「行政府」も「立法府」もどちらも、「憲法」に違反して行動したり決定した
りすることがあるからである。こうして、「国憲ヲ護衛スル」のが「兵」の「本分」とされる。
なぜなら、「国憲」は、「国家ニ於テハ其位最モ高キモノ」だからである。そして、「常備兵」は
「最モ政府ノ器械ト為リ易ク、頗ル其専制ヲ將ケ悪虐ヲ遂ケシムルコト多イ」ものである。まさ
に「兵」は「劇薬ノ如キモノ」である。それでは、「兵」を「国憲ヲ護衛スルモノ」とする方法
は何か。枝盛によれば、「兵ヲシテ国憲ヲ護衛スルコトヲ誓ハシムル」ことであり、それこそが、
真に「兵」の「本分ヲ致サシムルノ道」であるという。「国憲案」では、「兵制」や「軍律」は国
会で決められるが、「兵馬ノ大権」は「君主」（「国憲案」では「皇帝」）が「握ル」ことになって
いる。枝盛によれば、「憲法」によって「人民」の「自由権利」を保護することを約束した「君
主」の統帥の下に「兵」はあるし、しかも、その「兵」が「国憲」を「護衛」することを誓約す
るならば、法的にこれほど確実なものはないと思われたのである。
「国憲案」では、「皇帝」直属の「常備兵」は、すでに行われていた徴兵制に基づくものでは
100
植木枝盛の憲法構想――「東洋大日本国国憲案」考――　　小畑　隆資
30 「各府県会ノ紛議ハ国家ノ為メ慶賀ス可キ乎将タ吊ス可キ乎」（明治13年12月26日付『愛国新誌』第19号、同前、151
頁）。前掲「都人士ニ一針ヲ加フ」（同前、12頁）では、「治者被治者ノ権衡」。なお、「官民権衡」なる言葉の使用は、
『愛国志林』『愛国新誌』を通じて少ないが、枝盛の、「君主」と「人民」、「政府」と「人民」、「治者」と「被治者」、
「官」と「民」、についての考えをうまく表現しているものと思われる。
31 「国憲案」において、「聯邦立法院」の選挙権・被選挙権から「政府ノ官吏」が除外されているのも、こうした「官民
権衡」の考えに基づいていることは明らかである。
32 なお、『愛国志林』『愛国新誌』における枝盛の立憲政体論を考察する上で、「立憲政体弁」（明治13年10月５・13日付
『愛国新誌』第８・10号、前掲書、85－89頁）は重要文書だが、すでに見た「君権弁」とほぼ同内容であるため、こ
こでは検討しなかった。
33 「兵ノ大旨ハ国憲ヲ護衛スルニ在リ」（明治1４年２月16・25日付『愛国新誌』第24・25号、前掲書、173－175頁、植
木③216－220）。
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なく志願兵制度が採用されている。（「常備兵ハ法律ニ従ヒ皇帝ヨリ民衆中ニ募リテ之ニ応スルモ
ノヲ用ユ」）。枝盛は、人民の「自由権利」の保護を内容とする「憲法」を命をかけて守ろうとす
る志ある者を「常備軍」に結集させることで、憲法擁護のトリデを確保しようとしたのである。
各州における「常備兵」「護郷兵」も同様の考えのもとに構想されていることは間違いない。こ
うして、皇帝の掌握する強大な「行政府」の、あるいは、場合によっては「立法府」の憲法違反
行為も、憲法に忠誠を誓った「常備軍」の監視下に置かれることになるのである。「兵器」をも
っての抵抗権が憲法によって明文化されたのも、こうした構想の下においてであった。
こうして、『民権自由論』においては「国家」＝「人民」であったものが、立憲政体下にあっ
ては「君主」もその「国家」の重要な構成要素として認められていくことになるのである34。しか
も、なお、「人民」は下手に「君主」＝「行政府」の一翼を担って「治者気取」に侵されることを
警戒して、それとは対峙的に「立法府」に結集することでもって「己レ人民」を貫くことが肝要
であると考えられていたのである。また、立憲政体下の「君主」＝「君権」が憲法においていかに
「人民ヲ保護シ自由ヲ保チ権利ヲ固スル」役割を規定されていたとしても、「君主」＝「君権」に対
して何ら警戒心を解いてはいない枝盛の態度を窺い知ることができよう。
さて、ここで、『愛国志林』『愛国新誌』における、今ひとつの重要な議論である、枝盛の「封
建」論、「士族」論を見ておこう。後に見るように、これらの議論が枝盛の「常備兵」「護郷兵」
を擁した「州」を単位とする聯邦国家構想に関連しているからである。これまでの議論で明らか
なように、「封建ノ慣習」のなかでも、「士族」のもつ「勇敢ノ精神」「健強ノ腕力」は、「自由」
の精神、「人民」の精神において欠くべからざるものであり、福沢ら「都人士」はこの点から批
判されていた。他方で、「封建ノ慣習」の中でも、「君」や「政府」を「天」と仰ぐ「卑屈」の精
神は、これは、「久習陋風」として克服すべき批判の対象であり、たとえ急進的あるいは反政府
的な志士仁人的行為であっても、それは「卑屈」の精神として退けられていた。『愛国新誌』に
掲載された「何ソ封建ノ世ヲ愛セサル」35はよく知られているが、そこでは、「士族」こそ、「知
識」「元気」「独立自主ノ精神」「愛国忠誠ノ心情」を有し、「国家」のためとあらば、「内乱」「騒
擾」をも辞さない政府に対する抵抗の精神を持っている「国家」の「良民」であると評されてい
る。それに対して、「平民」は、「我身一人一家ノ産業コソ自営スル者ナレトモ、国家公共ノ事ハ
則チ自ラ治理スルノ心ニ乏ク、知識モ元気モ士ニ較シテ決シテ優ルコトナク、進テ取ルベキ権利
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34 枝盛は、明治19年6月の『土陽新聞』に連載の「何故に議院内閣を行ふ可からざる乎」において、「国家とは（立憲国
に於いては）君と民とが相合して成れるもの」と言っているが、立憲政体下では、「国家」＝「人民」＋「君主」、と
考えていたことは明らかである。ここで、枝盛が「国家」＝「人民」＋「君主」と考え、「国軍」が「君主」＝「行
政府」や「人民」＝「立法府」のどちらにでもなく「国憲」＝「国家」に忠誠を誓うという形をとらせていることは、
後の「主権論争」との関連からみてもきわめて興味深い。枝盛が、「主権論争」において、「君主主権」でもなく「人
民主権」でもなく、「国家主権」を主張することに通じるものと思われる（「国家主権論」、明治15年3－5月に『高知
新聞』に連載）。
35 「何ソ封建ノ世ヲ愛セサル」（明治13年11月20・28日付『愛国新誌』第14・15号、前掲書、129－131頁）。
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ヲ取ル能ハズ、憐レ至極ナル人民タルノミ」と手厳しい。『民権自由論』での、「徒らに一身一家
の上にのみ身を働かして更に国家公共の事に心を用ひず気を付けず、……言ふべき事も言ひもせ
ず論ずべき事も論じもせず、怒るに怒らず怨むに怨まず、卑屈の奴隷に安んじて此に満足する人
民等は、是れは国家の良民ではない、ほんに国家の死民でござる」（植木①10）との議論をその
まま思い起こさせるものである。いかに、「人民」を「天」とし、「自由」を「天」とし、「己レ
人民」を「天」とするといっても、立憲政体として実現する担い手としての「人民」はいまだ
「卑屈」の状態にある。立憲政体の担い手は「己レ人民」である。しかし、現実の「人民」がそ
の「卑屈」を克服するためにはその「人民卑屈」の根源とされた専制政府を倒して立憲政体を実
現しなければならない。ここに枝盛のジレンマがあり、「人民」の「精神」の変革が、すなわち、
「卑屈」の克服が、立憲政体を制度的に実現すること以上に重視されることになったのである。
そして、ここに、場合によっては「君主」や「国家」を「天」としかねない「士族」層の「勇敢
ノ精神」「健強ノ腕力」を、「人民」の「自由権利」を保護する立憲政体樹立の精神的かつ現実的
な担い手として措定されることになったのである。
しかも、「勇敢ノ精神」「健強ノ腕力」の担い手としての「士族」も、秩禄処分を経てますます
分散し農工商の三民に埋没していきかねない状況である。「立志社建白書」の、「士の常職を解く
や、敢て士をして之が班を降らしめ、之が務めを抛たしめたるにあらず、唯其士たるもの、愛国
の情に渥く、自尚の義に厚きこと、特に彼の一般人民に於て求めゑざればなり。故に一般の人民
も奮起し、之が愛国自尚の情義を執り、以て彼の士と同じく国家の政権に、幸福安全の域に歩を
進めんとするなり。……然而其常職を解くや、一般人民をして其気象を同ふして以て政権分担の
義務を負はしめず、却て士の気象を褫して、以て旧来人民卑屈の陋習を執らしめ、縦令暴君姦吏
の言も、唯々諾々して其命之れ聴かしめんとす」36との議論は、「士族」と「一般人民」の関係と
その現状についての枝盛の認識と同じであったと思われる。
枝盛からするならば、愛国社や国会期成同盟の課題は、こうした解体の危機に瀕している「士
族」の「勇敢ノ精神」「健強ノ腕力」を再結集し、「人民」の「自由権利」、立憲政体樹立の中心
的担い手へと転轍することであった。まさに、この点において、枝盛においては、日本の憲法＝
国家構想が、「常備兵」や「護郷兵」を擁した各「州」による「聯邦」として構想されなければ
ならない必要性があったのである。
「州県ノ親睦会ハ国家ノ隆昌ニ益アリ」37は、「報知新聞」が、愛国社などが盛んに開催する
「州県親睦会」について、「全国統一ノ為メニ或ハ障碍ヲ見ル所ノ封建割拠ノ余習」と批判したの
に対して、「何ソ物ヲ見ルノ陋ナルコトヤ」と反論したものである。枝盛は言う、「廃藩置県而来
既ニ凡ソ一旬年、其間政府ハ専制ノ政体ヲ繋キテ未タ改メス、……中央偏重ノ形勢ハ数年来ノ目
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36 「立志社建白書」（前掲『自由党史（上）』、207頁）。
37 「州県ノ親睦会ハ国家ノ隆昌ニ益アリ」（明治14年5月29日付『愛国新誌』第34号、前掲書、216－218頁）。
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撃スル所タルニ至ルノミナラズ、……未タ全国ノ親和協合ヲモ成シ来ラサルニ、併セテ各州ノ結
合ヲモ敗リ去リ、約シテ之ヲ云フニ、全国ノ大結合モナケレハ各地ノ小結合モナキノ境ニ（アル）」
といった現状である。「全国ノ大結合」ハ「国会ヲ開設シテ之ヲ匡正スベキ」であるが、国会開
設して全国的な結合が図られればそれで済むというものではない。なぜなら今日は「郡県ノ制」
の故に「中央偏重ノ勢」となっており、「各地ノ結合微弱ニ陥ル」という問題があるからである。
「大ハ全国一致ヲ得、小ハ各府各州各邑ノ夫レ夫レノ結合ヲ厚クシテコソ、真ニ国家ノ強盛隆昌」
をもたらすと言うのである。ここで、「中央偏重ノ形勢」ということで、枝盛においては、地方
の「勇敢ノ精神」「健強ノ腕力」の担い手たる「士族」が、その優秀な者は中央＝専制政府の官
吏に吸収され（「治者気取」）、他方でその多くが分散して三民の中に埋没していく状況（「卑屈」）
が思い描かれていたことは間違いない。
その場合、枝盛における地方の単位として何が考えられていたのであろうか。「土佐ト阿波ト
県治ヲ分タントスルノ議」38で、枝盛は、「土佐」と「阿波」が合して「高知県」（明治９年８月
21日－明治13年３月２日）39であった事態をとりあげて、あるべき地方の単位について論じてい
る。そこにおいて、枝盛は、「一県ハ元来独立スヘキモノ」であると言う。「一県ハ一県ノ権アリ
テ、一県ノ人民相結合シ相共存ス、亦猶ホ夫婦父子兄弟ノ相団結シテ一家ヲ成スカ如ク、各県ノ
相輳合シテ一国ヲ成スカ如シ」と言うのであるが、ここでの「県」とは何が意味されているので
あろうか。土佐と阿波の合併した「高知県」は、枝盛にとって「県」ではなく、それは「幾ント
人意ヲ以テ妄ニ人ノ父子兄弟ヲ作ラントスルニ シ（イ）」行為である。なぜなら、「両国人民ハ
互ニ相往来シ相交際スル少ク、政法民事大ニ相殊異スルヲ以テ制度文物相同シカラサルモノ多ク、
且夫両国ノ人民ハ元来其性質気象ヲ異ニシ、風俗習慣ヲ同クセス、互ニ好尚欲望ヲ一ニセサルコ
トア（ル）」からである。そこで、具体的に「県」の単位として考えられているのは、「州」なの
である。「高知県」は「土佐州」として「高知県」なのである。なぜ、「州」か。「各州ノ如キハ
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38 「土佐ト阿波ト県治ヲ分タントスルノ議」（明治13年７月13日付『愛国志林』第８編、前掲書、47－50頁）。なお、本文
書は、この年2月に開催された地方官会議（東京）に際して「立志社々員ヨリ北垣君〔高知県県令〕ニ向ケテ陳述シ
タル書面」との説明が冒頭に置かれており、内容としては未だ分離されていない不都合を訴える文書である。
39 前掲『土佐自由民権運動日録』、17頁、31頁。
40 なお、枝盛も編集に携わった『土陽雑誌』に連載された「土佐国民俗一班」が、「古来」の「封建制度」下の「慣習」
のなかに、民会や政党の原型ともいうべきものを探り出していて興味深い。その「第一」では、「幡多郡江川権谷ノ
両村」での「習慣」として、「旧暦正月四日」の「二村ノ老荘共打会リ」、そこで「年中行司」（一年間任期で務める
首長）を選出し、村民の「婚姻」ならびに「分戸」について決定する事例が紹介されている。『土陽雑誌』は、それ
を「民会ノ分子ヲ含ミタル習慣」と指摘している（明治10年８月25日付『土陽雑誌』第１号、前掲書、96頁）。「第二」
では、農民の「蝗ヲ駆ルノ祭儀」＝「ムシヲクリ」を、農民自らの「集会」として、次のように紹介している。「丁
壮老幼ノ挙テ集会スルヨリ其集会ノ次第ニ主トシテ村長ノ善悪ヲ議シ村入用ノ多寡ヲ論シ甲ノ納租ハ不公ナリ乙ノ歳
課ハ不理ナリト蝶蝶トシテ徹夜ニ度ル衆議ノ帰着スル処アレハ村長ノ黜免ヲ請ヒ村用掛ノ退職ヲ促ス」（９月５日付
『土陽雑誌』第2号、前掲書、103頁）。また、「第三」では、土佐の「サカン」組の事例を紹介して、それを「土佐ノ
士族共ノ朋党分立シテ相拮抗スルノ精神」＝「一種政党ノ派子」と評価しており、「政党」理解の原型がしめされて
いて興味深い（９月25日付『土陽雑誌』第４号、前掲書、113頁）。なお、『土陽雑誌』の詳細については、拙稿「『土
陽雑誌』考」（『岡山大学法学会雑誌』第32巻第２号、1982年）を参照されたい。
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古来封建ノ制度ニヨリ久シク其慣習ヲ成シ来リ、所謂一州人民カ利害ノ相依ルコト一家一室ノ如
キアリ」40。ここには、土佐州のリーダーとして、「勇敢ノ精神」「健強ノ腕力」の担い手として、
立志社＝士族が、愛国社から国会期成同盟へと全国展開を果たしてきた経験が、大きな自負心を
持って語られているのである。「土佐人ノ如キハ、素ヨリ強猛ノ気風アリト雖モ、大ニ結合ノア
ルカ故ニ、人々互ニ相合シテ自ラ天下ヲ動カスノ力ヲ醸生スルニ足ルノ勢ア（ル）」41とはその自
負を率直に吐露したものであろう。こうした「州」＝「郷土」を基礎にした「武力」、それがか
の「護郷兵」であった。枝盛の先にみた投書「土佐人ノ護郷兵団結ヲ論スルモノヽ誤謬ヲ弁駁ス」
が、「我郷土ノ如キハ、是レ殊ニ其一身一家ニ緊密ノ関係ヲ有シ、平生ニ於ケルモ最モ自ラ助ケ
自ラ治メザルベカラサル所」であるから、自分たち「自由ノ人民」は「自ラ守ルノ道」を取ると
言った時、それが、立志社の士族を中心にとした「護郷兵」であった。なお、『土陽雑誌』に掲
載された「民会論」42が、アメリカのタウンシップから州、そして合衆国の形成を紹介して、「人
情風俗」を同じくした土佐の民会から土佐州そして合州国日本をあるべき日本の将来として語っ
ているのを見るとき、こうした枝盛の考えは立志社においては案外多くの者に共有されていたの
かも知れない。1880（明治13年）3月、第４回愛国社大会で愛国社が国会期成同盟となり、枝盛
もその作成に関わった「国会期成同盟規約」第13条が、その遊説区域を12大区に分けたとき、地
域の基本単位は、たとえば岡山県でいえば「備前」「備中」「美作」といった「州」であり、日本
全体では75州であった43。
枝盛の「合州国」日本の憲法構想は、こうした土佐での議論や愛国社の活動などの経験に裏づ
けられていたのである。枝盛の『日記』によれば、1881（明治14）年８月４日、「立志社に行く、
憲法を議す」、８月28日、「日本国憲法を艸す」、８月29日、「憲法を艸す」とあり、それが「東洋
大日本国国憲案」であるが、その起草直後の９月４日に「土佐独立論を演舌」しているのもその
辺の事情を窺わせて興味深い44。
おわりに　
以上に明らかなように、枝盛の「国憲案」＝憲法構想においては、「憲法」は「人民」の「天
賦自由」を「民権」として保障するものとして構想されるが、そこでは、薩長藩閥政府を排除し
た、「人民」と「君主」を不可欠の構成要素として、それが「行政府」＝「治者」と「立法
府」＝「被治者」の二元的構造において構想されていたのである。そこで最も重視されていたこ
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41 「政府人民ノ友欲ヲ妨クル時ハ国家ト各人トニ害ヲ與フルコト大ナルヲ論ス」（明治13年12月12・20日付『愛国新誌』
第17・18号、前掲書、142頁）。
42 「民会論」（明治10年11月25日付『土陽雑誌』、前掲書、141－143頁）。
43 前掲『自由党史（上）』、275－276頁。なお、枝盛の「国憲案」では、「北海道」、「河内」、「丹波」、「備前」、「備後」
の5州が欠落した70州が挙げられている。「国憲案」が、本格的には検討が進められてはいない未完の草稿であること
を窺わせる。
44 以上、「植木枝盛日記」（植木⑦271・273頁）。
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とは、「治者気取」と「卑屈」を克服した「己レ人民」としての「精神」であった。そして、「人
民」＝「卑屈」との枝盛の認識のゆえに、その担い手は、「士族」の「勇敢ノ精神」と「健強ノ
腕力」＝武力に求められたのである。それは具体的には土佐や薩摩の士族層であり、反政府急進
士族層であり、とりわけ、立志社に具体化している「精神」と「腕力」＝「護郷兵」であった。
そこには、「夫婦父子兄弟ノ相団結シテ一家ヲ成ス」が如き、「人民相結合シ相共存ス」するとい
う伝統への強い確信があったのであり、こうした「州」を単位として「一国ヲ成ス」ことこそが、
枝盛の「人民相合」＝国家形成の原イメージであった。この「人民」と、「人民」の「自由権利」
の保護を約束した「君主」＝「天皇」との両者でもって「相約」の「国家」を構想すること、そ
れが枝盛の立憲政体構想であった。しかも、「自由権利」保護のための「君権」は、まさにその
ゆえに、強大な行政権・軍事権を与えられながら、他方では、たとえ「憲法」によって「自由権
利」を保障されても、武力も含めて「天賦自由」の一切を譲渡することなく「人民」の手元に握
っておくという、きわめて緊張を孕んだ二元的構造が、「天皇」＝「国軍」と「常備兵」や「護
郷兵」を擁した「州」の二元的構想として具体化されたのであった。その際、こうした二元的構
造が分裂＝解体に陥いることを防ぐ物理的保証が護郷兵の延長上に構想された、人民の「自由権
利」の保護を約束した「憲法」を、命をかけて守らんとする有志者の結集体としての「国軍」＝
「常備兵」であった。
岩倉具視の「府県会中止意見書」の「今日の形勢を察するに、憂愁無聊の徒、……只管官府に
抗敵し、施政の障礙を為さんことを是れ務め、終に復た収束し易からざるの形勢に馴致せり。…
…思うに仏蘭西革命の前時と雖も、恐くは此形勢を距たる甚だ遠からざるべし」との民権運動へ
の恐怖の吐露は、「国憲案」より一年半も後の明治15年12月のことであるが、立志社＝愛国社、
そして国会期成同盟に結集する国会開設運動は、枝盛においても、明治維新から西南戦争の延長
線上で展開される「明治第二ノ改革」であり、まさに「官」と「民」の「大乱」＝「戦争状態」
として認識されていたのである。
それゆえ、「人民」と「天皇」との「相談共議」によって「憲法」が確定されるにしても、こ
こで想定されている「人民」とは愛国社＝国会期成同盟に結集する「勇敢ノ精神」「健強ノ腕力」
であり、まさに「マグナカルタ」のイメージにおいて「憲法」制定過程は考えられていたのであ
る。「マグナカルタ」が後に王によって反故にされたように、また、「明治第一ノ改革」＝明治維
新の「五箇条の誓文」がわずか数年で反故にされたように、たとえ、枝盛の「国憲案」で「憲法」
が確定されたとしても永続する保障はどこにもない訳である。それゆえ、枝盛にとって「憲法」
といっても、「君」＝「天皇」＝「行政府」あるいは立法府がみずからそれを守るという保障は
何もない。あるとすればそれは、人民みずからの「団結」＝「結合」の核としての「州」および
その武力＝「常備兵」「護郷兵」であり、憲法擁護の有志の結集体である「国軍」であった。。そ
れゆえ、「国憲案」には、「政府官吏圧制」規定や、「内乱」も想定した「特法」規定が設けられ
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るという、他の憲法草案には見られない特徴をもったものとなったのである。45「憲法」で法的秩
序が形成されながらも、その基底はいわば「官」と「民」の戦争状態として認識されているので
ある。枝盛にとって、「国憲案」はいわば「休戦条約」のようなものであったのかも知れない。
〔付記〕本稿は、2007年10月７日に開催された日本政治学会・「政治思想」分科会で報告した「植木枝盛の憲法
構想――「東洋大日本国国憲案」（明治14年８月）の検討――」を加筆補訂したものである。
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45 ここで「君主」＝「行政府」や「立法府」の憲法違反を誰が判断するのかという問題が再び浮上してくることになる。
まさに「内乱」を判断する主体が明記されていないところに、枝盛の「戦争状態」を前提にした憲法構想という特質
を読みとることが出来るように思われる。
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